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概	 要   
企業の人材登用における中途採用の位置づけはますます重みを増している。日本型雇用慣行の崩壊
にともなう若年層を中心とした自己都合退職の増加により、新卒採用のみにより自己都合退職による欠
員を補うのには限界が出ているだけでなく、経済のグローバル化や IT 技術の進展を受け、経営環境の変
化が激しくなるなかで、それまで自社で育成してこなかった知識や技術を早急に外部から調達する必要
に迫られる機会が増えてきているからである。   
一方で、中途採用者は新卒採用者と比べて、帰属意識が低く、組織に定着しない傾向にあるなど、
企業の中途採用者の活用には課題も多い。そしてその一つが、中途採用者の円滑な組織社会化である。   
本研究では、中途採用者の上司や同僚との社会的交換関係に注目することで、組織内の誰が中途採
用者の組織社会化の社会化エージェントとして有効に機能しているのかを明らかにすることを目的とす
る。   
モデルの構築に際し、以下の仮説を設定、検証した。概説すると、①制度的社会化戦術は、中途採
用者の上司および同僚との社会的交換関係と正の関係がある、②中途採用者は、自分と近しい特性を持
つ上司や同僚とより質の高い社会的交換関係を結ぶ傾向がある、③質の高い社会的交換関係は、中途採
用者の組織社会化を促す、④入社後時間が経過するにつれ、上司との社会的交換関係よりも、同僚との
社会的交換関係がより、中途採用者の組織社会化にとって重要となる、の 4 点である。   
インターネットリサーチ会社を通じて、2008 年 10 月から 2014 年 9 月までの間に転職を経験した 26
歳から 39 歳までの大卒もしくは院卒の民間企業正社員 300 名をサンプルとした実証分析を行った結果、
制度的社会化戦術は、中途採用者の上司および同僚との社会的交換関係と正の関係があることが実証で
きた。また、中途採用者が組織社会化するうえでは上司との社会的交換関係が常に重要であること、職
場内の同僚との社会的交換関係は時間が経つにつれ重要になっていくこと、職場外の同僚との社会的交
換関係は常に重要ではないことが明らかになった。一方で、中途採用者と社会的交換関係を結びやすい
上司や同僚の特性の特定にはいたらなかった。   
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１．目的・課題意識  
年功賃金や終身雇用といった日本的雇用慣行の崩壊が指摘されはじめて久しい。   
濱秋・堀・前田・村田（2011）は、1989 年から 2008 年までの 20 年間の「賃金構造
基本統計調査」の個票データを用いた分析により、調査期間終盤の 2007 年から 2008
年までにおいては 40 代以降で賃金がほとんど上昇しない形に変化していること、1990
年代後半以降、大卒若年層の終身雇用者の比率が大きく低下していることを明らかに
し、経済環境の変化により、企業が年功賃金や終身雇用を維持することが難しくなっ
ていることを指摘している。   
また若年労働者を中心に転職志向が高まっている。厚生労働省は「平成 25 年若年者
雇用実態調査」のなかで、満 15 歳から満 34 歳までの若年労働者を対象にした調査を
行い、若年正社員の 34.2%が「はじめて勤務した会社に現在勤務していない」、すな
わち転職経験があること、若年正社員の 25.7%が、現在の会社から「定年前に転職し
たい」と考えていることを明らかにしている。   
こうした状況のなか、企業の人材登用における中途採用の位置づけはますます重み
を増している。終身雇用慣行の崩壊にともなう自己都合退職の増加により、新卒採用
のみにより自己都合退職による欠員を補うのには限界がきているだけでなく、経済の
グローバル化や IT 技術の進展を受け、経営環境の変化が激しくなるなかで、それまで
自社で育成してこなかった知識や技術を早急に外部から調達する必要に迫られる機会
が増えているからである。   
一方で、厚生労働省が 2003 年に発表した「若年者キャリア支援研究会報告書」が、
中途採用した若年者の就職後 1 年以内の離職率（7.4%）は、新卒で採用した若年者の
就職後 1 年以内の離職率（5.7%）よりも高くなっていることを指摘するなど、企業の
中途採用者の活用には一定の課題が残るのも事実である。   
もちろん、この原因の一つが中途採用者側にあることは明らかである。「平成 25 年
若年者雇用実態調査」のなかで、「はじめて勤務した会社に現在勤務していない」と
回答した若年正社員のうちの実に 18.2%が、「はじめて勤務した会社をやめた主な理
由」として「人間関係が良くなかった」ことを挙げているが、これは「労働時間・休
日・休暇の条件がよくなかった」（24.7%）、「賃金の条件がよくなかった」（20.1%）、
「仕事が自分に合わない」（18.9%）に次ぐ 4 番目の理由となっている。さらに早期に
退職した若年労働者ほど、この「人間関係が良くなかった」を退職理由としてあげる
傾向が高くなっている。これらの事実から中途採用者は新卒採用者に比べて、相対的
に組織内の人間関係の構築が不得手であり、同様の理由で中途採用により入社した企
業も辞めてしまうと考えることもできるからである。   
一方で、採用した企業側にも原因があることも否定できない。一般的に企業は中途
採用により入社した社員を、入社後ただちに一人前として扱う傾向にあり、中途採用
者に対してのサポートが新卒採用者に比べて相対的に薄くなる一方、中途採用者に対
して入社後早期に成果を出すことを要求しがちである。その結果、うまく成果を出す
ことができない社員は、早期に退職するか、組織内で成果を出さずに所属し続けるこ
と、すなわち不良社員化することを選択する一方、うまく成果を出すことのできた社
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員についても、組織への不満が生じ、帰属意識が高まらない傾向が生まれると考えら
れるからである。   
今後ますます人材の流動化が進むなかで、中途採用者の有効活用は、企業が成長し
ていくために不可欠な人事上の課題の一つであり、そのためには中途採用者の円滑な
組織社会化が肝要である。   
本研究では以上の課題意識を踏まえ、中途採用者の組織社会化のメカニズムを明ら
かにすべく、実証分析により、中途採用者の組織社会化を促す社会化エージェントの
特性を特定するとともに、中途採用者の組織社会化と社会化エージェントとの社会的
交換関係の関係性の、経年による変化を明らかにする。   
  
２．先行研究の整理  
組織社会化は、社会学における概念である社会化の下位概念である。組織社会化研
究を広範にレビューした高橋（1993）は、組織社会化を「組織への参入者が組織の一
因となるために、組織の規範・価値・行動様式を受け入れ、職務遂行に必要な技能を
修得し、組織に適応していく過程」と定義している。組織社会化は組織が新規参入者
を活用するうえで不可欠な取り組みであり、学生が学校を卒業後、働くために新たな
組織に参入するとき、もしくは、社会人がそれまで所属していた組織を退出し、新た
な組織に参入するとき、彼らは例外なく組織社会化を経験するのである。   
新規参入者の組織社会化を促すための組織による取り組みを社会化戦術と呼ぶ。日
本企業の多くが新卒採用者向けに行っている入社前もしくは入社後の集合研修は、こ
の社会化戦術の一つであるし、社員寮などで行われるレクリエーションや先輩社員と
の飲み会といった非公式な社内のイベントもこの社会化戦術に含まれる。このように
社会化戦術にはさまざまなアプローチがあり、Van  Maanen  &  Schein（1979）によって、
集団的−個人的、公式−非公式、規則的−場当たり的、固定的−可変的、連続的−分離的、
付与的−剥奪的の 6 次元が仮定されたが、近年の研究では社会化戦術は、制度的−個別
的の 1 次元により整理されることが多い。   
新規参入者の組織社会化を促す存在を社会化エージェントと呼ぶ。Fisher（1986）は、
若年就業者が組織に参入し、組織社会化されていく際にさまざまな方法で規範や価値、
行動や技術を学習するが、そのほとんどの学習は社会化エージェントからのものであ
ると指摘する。組織内においては、上司、同僚、同期、メンターといった、さまざま
な他者が社会化エージェントとなりうるが、竹内・竹内（2011）は実証研究により、
上司および同僚との社会的交換関係が、社会化戦術と新卒の新規参入者の組織適応を
結びつける要因として機能していることを明らかにしている。   
組織社会化のプロセスを通じて、新規参入者はさまざまなことを学習し、組織に適
応していく。Jones（1986）は、個人が組織コミットメントおよび職務満足が高く、役
割曖昧性、役割コンフリクト、離職意図が低い状態を、組織の適応状態として望まし
い状態だと定義している。一方で、Chao（1988）など、新規参入者の過剰適応の問題
を指摘する声もある。すなわち、新規参入者が過剰に組織に同化した結果、組織にと
って必要なコンフリクトが減少し、その結果として組織の停滞につながってしまうと
いう懸念である。ただし、鴻巣・小泉・西村（2011）は新規参入者が組織社会化のプ
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ロセスを通じて、組織に受け入れられ、必要な情報や技術を入手することができれば、
より個人の革新行動が増える、すなわち、プロアクティブに行動するようになると指
摘している。   
組織社会化のうち、「個人がそれまで所属していた組織を退出し、新たな組織に参
入する際の組織社会化」と、「個人が所属している組織の変化に対応する際の組織社
会化」を、組織再社会化と呼ぶ。特に前者について、長谷川（2003）は「前所属組織
を去った個人が、新組織の一員となるために、新組織の規範・価値・行動様式を受け
入れ、職務遂行に必要な技能を修得し、組織に適応していく過程」と定義している。
また、中途採用者の組織再社会化と、新卒採用者の組織社会化との違いとして、中原
（2012）は「中途採用者は『周囲からのサポート』が低い」こと、「かつて自分が勤
務していた組織においてすでに獲得した業務のやり方、知識、技能、信念のうち、現
在の組織においては通用しないものを学習棄却する必要がある」ことを指摘する。   
組織社会化についてはこれまで数多くの実証研究がなされてきたが、Ashforth,  Sluss,  
&   Harrison（2007）は、その多くは新卒採用者を対象にしたものであるとし、中途採
用者を対象にした研究は多くないと指摘する。そしてそれは従来、新卒一括採用が企
業の人材登用のメインルートであり、中途採用者の組織社会化への関心が高くなかっ
た日本においても同様である。数少ない日本の実証研究の一例を挙げると、鴻巣他
（2011）が、建設会社 X 社における調査を通じて、中途採用者は、組織社会化学習の
程度が高いほど、革新行動が高まることを指摘しているほか、中原（2012）は、上司
によるモニタリングリフレクション（業務の進捗状況のチェックやフィードバック）
が中途採用者の組織社会化に対して、正の影響をおよぼすことを指摘している。   
  
３．概念的枠組みと仮説     
3.1     制度的社会化戦術と上司・同僚との社会的交換関係  
竹内・竹内（2011）は、新卒採用による新規参入者について、制度的社会化戦術と、
上司および同僚との社会的交換関係の質が、正の関係にあることを実証的に示してい
る。本研究では、これにならい、中途採用による新規参入者についても、新卒採用に
よる新規参入者と同様、制度的社会化戦術と、上司および同僚との社会的交換関係の
質が、正の関係にあると仮定することを考える。なお、本研究では、同僚について、
職場内の同僚と職場外の同僚の 2 種類を設定する。多くの中途採用者は、新卒採用者
と比べ、制度的社会化戦術の質が低いことから、新卒採用者に比べ、職場外の同僚と
関係をうまく構築できないことを不満に感じていると考えられる。すなわち、職場外
の同僚との社会的交換関係の質が高まれば、中途採用者の抱えているそうした不満が
解消され、組織社会化が進むと考えられるためである。以上より、以下の 3 つの仮説
を設定する。   
  
仮説 1a：制度的社会化戦術は、上司との社会的交換関係と、有意に正の関係があるだ
ろう   
仮説 1b：制度的社会化戦術は、職場内の同僚との社会的交換関係と、有意に正の関係
があるだろう   
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仮説 1c：制度的社会化戦術は、職場外の同僚との社会的交換関係と、有意に正の関係
があるだろう   
  
3.2     上司・同僚の特性と上司・同僚との社会的交換関係  
一般的に人間は自身と特性が近しいほど、より容易に深い人間関係を築くことがで
きると考えられる。したがって、組織内においても、年齢が離れている上司や同僚よ
りも年齢が近い上司や同僚の方が、異性の上司や同僚よりも同性の上司や同僚の方が、
転職経験がない上司や同僚よりも転職経験がある上司や同僚の方が、より中途採用者
と質の高い社会的交換関係を結ぶ傾向があると考えることができる。以上より、以下
の 3 つの仮説を設定する。   
  
仮説 2a：上司の特性のうち、年齢差と性差については、上司との社会的交換関係と有
意に負の関係が、転職経験については、上司との社会的交換関係と有意に正
の関係があるだろう   
仮説 2b：職場内の同僚の特性のうち、年齢差と性差については、職場内の同僚との社
会的交換関係と有意に負の関係が、転職経験については、職場内の同僚との
社会的交換関係と有意に正の関係があるだろう   
仮説 2c：職場外の同僚の特性のうち、年齢差と性差については、職場外の同僚との社
会的交換関係と有意に負の関係が、転職経験については、職場外の同僚との
社会的交換関係と有意に正の関係があるだろう   
  
3.3     上司・同僚との社会的交換関係と組織社会化結果変数  
竹内・竹内（2011）は、新卒採用による新規参入者の上司や同僚との社会的交換関
係の質と、組織社会化が正の関係にあることを実証的に示している。本研究では、こ
れにならい、中途採用による新規参入者についても、新卒採用による新規参入者と同
様、上司および同僚との社会的交換関係の質と組織社会化結果変数が、正の関係にあ
ると仮定することを考える。なお、前二項で指摘したとおり、中途採用者の組織社会
化の議論の文脈のなかで、職場外の同僚との社会的交換関係の質は、一定の意味を持
つと考えられるため、同僚については、仮説 1 と同様、職場内の同僚と職場外の同僚
の 2 種類を設定する。また、組織社会化結果変数としては、Jones（1986）が指摘する
望ましい組織社会化の状態を参考に、組織コミットメント、職務満足、役割明瞭性、
役割コンフリクト、離職意図の 5 つを従属変数として設定するとともに、近年、組織
社会化の結果変数として議論になることの多いプロアクティブ行動を 6 つ目の従属変
数として設定した。以上より、以下の 6 つの仮説を設定する。   
  
仮説 3a：上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の
同僚との社会的交換関係は、組織コミットメントと有意に正の関係があるだ
ろう   
仮説 3b：上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の
同僚との社会的交換関係は、職務満足と有意に正の関係があるだろう   
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仮説 3c：上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の
同僚との社会的交換関係は、役割明瞭性と有意に正の関係があるだろう   
仮説 3d：上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の
同僚との社会的交換関係は、役割コンフリクトと有意に負の関係があるだろ
う   
仮説 3e：上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の
同僚との社会的交換関係は、離職意図と有意に負の関係があるだろう   
仮説 3f：上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の
同僚との社会的交換関係は、プロアクティブ行動と有意に正の関係があるだ
ろう   
  
3.4     上司・同僚との社会的交換関係と組織社会化結果変数の関係の経年変化  
中途採用者の社会的交換関係の質と組織社会化結果変数の関係は、新規参入後、時
間の経過にともない変化する可能性がある。新規参入当初は組織内にサポートを受け
ることのできる知り合いが少ないため、まずは上司と社会的交換関係を結び、組織内
での学習を始めることが重要となる。一方で、入社後時間が経過し、組織内での学習
を進め、組織社会化を進めていくうえでは、組織内に知り合いを増やし、職場内外の
同僚との社会的交換関係の質を高めることで、上司以外からのサポートを受ける重要
性が増していくと考えられる。すなわち、入社後時間が経過するにつれ、上司の社会
化エージェントとしての役割は小さくなる一方、職場内および職場外の同僚の社会化
エージェントとしての役割は大きくなっていくだろう。以上より、以下の 6 つの仮説
を設定する。   
  
仮説 4a：勤続期間は上司との社会的交換関係と組織コミットメントの関係に負の調整
効果を、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交
換関係と組織コミットメントの関係に正の調整効果を有するだろう   
仮説 4b：勤続期間は上司との社会的交換関係と職務満足の関係に負の調整効果を、職
場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係と職
務満足の関係に正の調整効果を有するだろう   
仮説 4c：勤続期間は上司との社会的交換関係と役割明瞭性の関係に負の調整効果を、
職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係と
役割明瞭性の関係に正の調整効果を有するだろう   
仮説 4d：勤続期間は上司との社会的交換関係と役割コンフリクトの関係に正の調整効
果を、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換
関係と役割コンフリクトの関係に負の調整効果を有するだろう   
仮説 4e：勤続期間は上司との社会的交換関係と離職意図の関係に正の調整効果を、職
場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係と離
職意図の関係に負の調整効果を有するだろう   
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仮説 4f：勤続期間は上司との社会的交換関係とプロアクティブ行動の関係に負の調整
効果を、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交
換関係とプロアクティブ行動の関係に正の調整効果を有するだろう   
  
４．方法     
4.1      サンプル  
本研究では、インターネットリサーチ会社を通じてサーベイを実施した。サーベイ
の対象は、大卒もしくは院卒で従業員数 300 人以上の民間企業に正社員として勤務し
ている 26 歳から 39 歳までのうち、現在勤務している企業に 2008 年 10 月から 2014 年
9 月までの間に中途採用により入社した者とした。サーベイは 2014 年 10 月に行われ、
300 件の回答を得ることができた。回答結果は表 4.1.1～表 4.1.9 のとおりである。   
本研究が、上司や同僚との社会的交換関係と組織社会化結果変数の関係の経年によ
る変化の解明を目的の一つとしていることから、回答者については、勤続期間に偏り
が出ないよう、2008 年 10 月から 2010 年 9 月までに入社した者、2010 年 10 月から 2012
年 9 月までに入社した者、2012 年 10 月から 2014 年 9 月した者を同数とした。また同
様に年齢や性別の偏りにより分析結果に偏りが生じることを防ぐために、この 3 つの
期間における男女比率を同率とするとともに、この 3 つの期間における回答者の入社
時の年齢の平均を同等とした。   
その結果、回答者の属性は、性別については、男性が 70％、女性が 30％となった。
年齢については、男性の平均年齢が 32.8 歳、女性の平均年齢が 32.5 歳となった。学歴
については、大卒が 81.7%、院卒が 18.3%となった。職種については営業・販売が 26.0%、
営業・販売以外が 74%となった。勤続期間は平均 3 年 1 か月となった。転職回数は平
均 1.8 回となった。   
現在勤務している企業の属性は、企業資本については、内資企業が 88.7%、外資企
業が 11.3%となった。企業規模については、3,000 人未満の企業が 52.7%、3,000 人以上
の規模が 47.3%となった。企業業種については、メーカーが 29.0%、メーカー以外が
71.0%となった。   
職場外の同僚について、関わりのある職場外の同僚がいると答えた回答者は 84.0%
となった。また、52.7%の回答者がもっとも関わりのある職場外の同僚との関係につい
て、業務で関わる他部署の社員と答えた。   
  
表 4.1.1	 年齢・性別  
    男	 女	 合計	 
    度数	 %   度数	 %   度数	 %  
平均年齢    32.8   32.5   32.7  
26 歳～30 歳    55   18.3%   20   6.7%   75   25.0%  
31 歳～35 歳    112   37.3%   52   17.3%   164   54.7%  
36 歳～39 歳    43   14.3%   18   6.0%   61   20.3%  
合計    210   70.0%   90   30.0%   300   100.0%  
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表 4.1.2	 学歴  
    度数    %  
大卒    245   81.7%  
院卒    55   18.3%  
合計    300   100.0%  
  
表 4.1.3	 職種  
    度数    %  
システム設計・開発・運用    38   12.7%  
営業・販売    78   26.0%  
総務・人事・労務    36   12.0%  
法務・特許・知財    5   1.7%  
経理・財務・会計・税務    18   6.0%  
企画・マーケティング    19   6.3%  
宣伝・広報・IR   3   1.0%  
購買・資材・物流    7   2.3%  
研究開発    20   6.7%  
製品設計    10   3.3%  
生産技術・製造技術    11   3.7%  
品質管理・品質保証    6   2.0%  
その他    49   16.3%  
合計    300   100.0%  
  
表 4.1.4	 勤続期間  
    度数    %  
平均    3 年 1 か月   
1 か月～1 年    44   14.7%  
1 年 1 か月～2 年    56   18.7%  
2 年 1 か月～3 年    53   17.7%  
3 年 1 か月～4 年    47   15.7%  
4 年 1 か月～5 年    47   15.7%  
5 年 1 か月～6 年    53   17.7%  
合計    300   100.0%  
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表 4.1.5	 転職回数  
    度数    %  
平均    1.8 回   
1 回    155   51.7%  
2 回    77   25.7%  
3 回    47   15.7%  
4 回    12   4.0%  
5 回    9   3.0%  
合計    300   100.0%  
  
表 4.1.6	 企業資本  
    度数    %  
内資企業    266   88.7%  
外資企業    34   11.3%  
合計    300   100.0%  
  
表 4.1.7	 企業規模  
    度数    %  
300 人以上 1,000 人未満    101   33.7%  
1,000 人以上 3,000 人未満    57   19.0%  
3,000 人以上 10,000 人未満    63   21.0%  
10,000 人以上    79   26.3%  
合計    300   100.0%  
  
表 4.1.8	 企業業種  
    度数    %  
金融    34   11.3%  
コンサル・会計・法律関連    3   1.0%  
商社・流通・小売    32   10.7%  
IT・通信・インターネット    52   17.3%  
放送・出版・広告・印刷    3   1.0%  
サービス    38   12.7%  
メーカー    87   29.0%  
住宅・不動産・建設・土木    22   7.3%  
その他    29   9.7%  
合計    300   100.0%  
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表 4.1.9	 職場外の同僚との関係  
    度数    %  
業務で関わる他部署の社員    158   52.7%  
恋人・配偶者    12   4.0%  
メンター    5   1.7%  
同時期入社の中途採用社員    34   11.3%  
高校、大学等の同窓生    7   2.3%  
同じ社内部活動のメンバー    21   7.0%  
人事部門の社員    4   1.3%  
その他    11   3.7%  
いない    48   16.0%  
合計    300   100.0%  
  
4.2      測定尺度  
4.2.1      社会化戦術  
社会化戦術（Socialization  Tactics）は Jones（1986）によって示された 30 項目のう
ち、制度的社会化戦術（Organizational  Socialization  Tactics）に該当する 9 項目を用
いて測定した。それぞれの質問に対し、「全く当てはまらない」（=1）から「非常に
当てはまる」（=7）の 7 段階で回答をしてもらった（項目例：「この会社では、昇進
に至る道筋・段階がはっきりと示されている」、「この会社では、ある役割の次はこ
の役割、ある職種の次はこの職種といったような、はっきりした異動のパターンがあ
る」）。主因子分析により 9 項目のうち 7 項目について一因子構造であることが確認
され、因子負荷量も .80～ .53 の値を示したため、一因子尺度であることが確認された。
また、これら 7 項目の信頼性係数（Chronbach のα）はα=.85 を示しており、一般に
許容されるα=.60 の水準を上回っていることから、一定水準以上の内的一貫性が確認
された。   
  
4.2.2      上司との社会的交換関係  
上司との社会的交換関係（Leader-­‐‑Member  Exchange）は、Graen  &  Uhl-­‐‑Bien（1995）
によって示された 7 項目を用いて測定した。それぞれの質問に対し、「全く当てはま
らない」（=1）から「非常に当てはまる」（=5）の 5 段階で回答をしてもらった（項
目例：「上司から自分がどのように思われているか、たいていわかっている」、「上
司は私がかかえている問題やニーズを理解している」）。主因子分析により全 7 項目
について一因子構造であることが確認され、因子負荷量もそれぞれ .84～ .41 の値を示し
たため、一因子尺度であることが確認された。また、これら 7 項目の信頼性係数
（Chronbach のα）はα=.87 を示しており、一般に許容されるα=.60 の水準を上回っ
ていることから、一定水準以上の内的一貫性が確認された。   
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4.2.3      職場内の同僚との社会的交換関係  
職場内の同僚との社会的交換関係（Coworker1-­‐‑Member  Exchange）は、上司との社
会的交換関係で用いた項目から 1 項目を除く 6 項目について「上司」を「もっとも関
わり合いのある職場内の同僚」と置き換えて測定した。それぞれの質問に対し、「全
く当てはまらない」（=1）から「非常に当てはまる」（=5）の 5 段階で回答をしても
らった。主因子分析により全 6 項目について一因子構造であることが確認され、因子
負荷量もそれぞれ .85～ .69 の値を示したため、一因子尺度であることが確認された。ま
た、これら 6 項目の信頼性係数（Chronbach のα）はα=.88 を示しており、一般に許
容されるα=.60 の水準を上回っていることから、一定水準以上の内的一貫性が確認さ
れた。   
  
4.2.4      職場外の同僚との社会的交換関係  
職場外の同僚との社会的交換関係（Coworker2-­‐‑Member  Exchange）は、職場内の同
僚との社会的交換関係と同様、上司との社会的交換関係で用いた項目から 1 項目を除
く 6 項目について「上司」を「もっとも関わり合いのある職場外の同僚」と置き換え
て測定した。それぞれの質問に対し、「全く当てはまらない」（=1）から「非常に当
てはまる」（=5）の 5 段階で回答をしてもらった。主因子分析により 6 項目のうち 5
項目について一因子構造であることが確認され、因子負荷量もそれぞれ .82～ .68 の値を
示したため、一因子尺度であることが確認された。また、これら 5 項目の信頼性係数
（Chronbach のα）はα=.89 を示しており、一般に許容されるα=.60 の水準を上回っ
ていることから、一定水準以上の内的一貫性が確認された。   
  
4.2.5      組織コミットメント  
組織コミットメント（Organizational  Commitment）は Mayer,  Allen,  &  Smith（1993）
によって示された情動的コミットメント（Affective  Commitment）、継続的コミット
メント（Continuous  Commitment）、規範的コミットメント（Normative  Commitment）
からなる 3 次元組織コミットメント尺度 18 項目のうち、情動的コミットメントに該当
する 6 項目を参考に、5 項目を用いて測定した。それぞれの質問に対し、「全く当ては
まらない」（=1）から「非常に当てはまる」（=7）の 7 段階で回答をしてもらった（項
目例：「私は、この会社で自分の残りのキャリアを過ごすことができたらとても幸せ
だろう」、「この会社は、私にとって個人的に多くの意味（価値）を持っている」）。
主因子分析により 5 項目のうち 4 項目について一因子構造であることが確認され、因
子負荷量も .87～ .44 の値を示したため、一因子尺度であることが確認された。また、こ
れら 4 項目の信頼性係数（Chronbach のα）はα=.79 を示しており、一般に許容され
るα=.60 の水準を上回っていることから、一定水準以上の内的一貫性が確認された。   
  
4.2.6      職務満足  
職務満足（Job  Satisfaction）は Cammann,  Fichman,  Jenkins,  &  Klesh（1983）によ
って示された 3 項目を用いて測定した。それぞれの質問に対し、「全く当てはまらな
い」（=1）から「非常に当てはまる」（=7）の 7 段階で回答をしてもらった（項目例：
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「全体的に見て、私は現在の仕事に満足している」、「概して、私はここで仕事をす
ることが好きである」）。主因子分析により全 3 項目について一因子構造であること
が確認され、因子負荷量も 1.03～ .49 の値を示したため、一因子尺度であることが確認
された。また、これら 3 項目の信頼性係数（Chronbach のα）はα=.86 を示しており、
一般に許容されるα=.60 の水準を上回っていることから、一定水準以上の内的一貫性
が確認された。   
  
4.2.7      役割明瞭性  
役割明瞭性（Role  Clarity）は Rizzo,  House,  &  Lirtzman（1970）によって示された
6 項目を用いて測定した。それぞれの質問に対し、「全く当てはまらない」（=1）から
「非常に当てはまる」（=7）の 7 段階で回答をしてもらった（項目例：「私は、自分
がどれだけの権限をもっているかよく分かっている」、「私の仕事は、はっきりとし
ていて、よく考えて設定された目標がある」）。主因子分析により全 6 項目について
一因子構造であることが確認され、因子負荷量も .91～ .59 の値を示したため、一因子尺
度であることが確認された。また、これら 6 項目の信頼性係数（Chronbach のα）は
α=.86 を示しており、一般に許容されるα=.60 の水準を上回っていることから、一定
水準以上の内的一貫性が確認された。   
  
4.2.8      役割コンフリクト  
役割コンフリクト（Role  Conflict）は Rizzo  et  al.（1970）によって示された 8 項目
を用いて測定した。それぞれの質問に対し、「全く当てはまらない」（=1）から「非
常に当てはまる」（=7）の 7 段階で回答をしてもらった（項目例：「私は社内で色々
なことをしなければならないが、それらは本来全く異なるやり方でされるべきもので
ある」、「一方の人からは受け入れられるが、もう一方の人からは受け入れられない
ような出来事に遭遇し、社内で板ばさみになることがよくある」）。主因子分析によ
り 8項目のうち 7項目について一因子構造であることが確認され、また因子負荷量も .78
～ .58 の値を示したため、一因子尺度であることが確認された。また、これら 7 項目の
信頼性係数（Chronbach のα）はα=.85 を示しており、一般に許容されるα=.60 の水
準を上回っていることから、一定水準以上の内的一貫性が確認された。   
  
4.2.9      離職意図  
離職意図（Turnover  Intention）は「これから 1 年間で、実際に新しい仕事を探す可
能性がある」などの 3 項目を用いて測定した。それぞれの質問に対し、「全く当ては
まらない」（=1）から「非常に当てはまる」（=7）の 7 段階で回答をしてもらった。
主因子分析により全 3 項目について一因子構造であることが確認され、因子負荷量
も .95～ .71 の値を示したため一因子尺度であることが確認された。また、これら 6 項目
の信頼性係数（Chronbach のα）はα=.91 を示しており、一般に許容されるα=.60 の
水準を上回っていることから、一定水準以上の内的一貫性が確認された。   
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4.2.10      プロアクティブ行動  
プロアクティブ行動（Proactive  Behavior）は Griffin,  Neal,  &  Parker（2007）によっ
て示された個人（Individual）・チーム（Team）・組織（Organization）の 3 次元の
プロアクティブ行動を計る 9 項目を測定した。それぞれの質問に対し、「全く当ては
まらない」（=1）から「非常に当てはまる」（=7）の 7 段階で回答をしてもらった（項
目例：「私は、自分にとって重要な仕事をするうえで、現状よりも何かよい方法がな
いかを率先してみつけている」、「私は、自分のチームがどうしたらもっと高いパフ
ォーマンスが挙げられるか提案をしている」）。主因子分析により全 9 項目について
一因子構造であることが確認され、因子負荷量も .85～ .64 での値を示したため一因子尺
度であることが確認された。また、これら 6 項目の信頼性係数（Chronbach のα）は
α=.93 を示しており、一般に許容されるα=.60 の水準を上回っていることから、一定
水準以上の内的一貫性が確認された。   
  
4.2.11      上司、職場内の同僚および職場外の同僚の特性  
上司の特性についての変数として回答者との性差（同性であれば「0」、異性であれ
ば「1」）、年齢差、転職経験（転職経験がなければ「0」、転職経験があれば「1」）
を設定した。   
職場内の同僚の特性についての変数として回答者との性差（同性であれば「0」、異
性であれば「1」）、年齢差、転職経験（転職経験がなければ「0」、転職経験があれ
ば「1」）を設定した。   
職場外の同僚の特性についての変数として回答者との性差（同性であれば「0」、異
性であれば「1」）、年齢差、転職経験（転職経験がなければ「0」、転職経験があれ
ば「1」）を設定した。   
  
4.2.12      統制変数  
本人の特性についての統制変数として性別（男性であれば「0」、女性であれば「1」）、
年齢、学歴（大卒であれば「0」、院卒であれば「1」）、職種（営業以外であれば「0」、
営業であれば「1」、現在勤務している企業における勤続期間を設定した。   
現在勤務している企業についての統制変数として企業資本（内資企業であれば「0」、
外資企業であれば「1」）、企業規模（従業員数が 3,000 人未満であれば「0」、3,000
人以上であれば「1」）、企業業種（メーカー以外であれば「0」、メーカーであれば
「1」）を設定した。   
職場外の同僚の特性についての統制変数として、関係性（業務上の関わりのある同
僚でなければ「0」、業務上の関わりがある同僚であれば「1」）を設定した。   
  
５．結果  
5.1      重回帰分析  
まず、仮説 1 および仮説 2 を検証するために、従属変数に上司との社会的交換関係、
職場内の同僚との社会的交換関係、職場外の同僚との社会的交換関係を、独立変数に
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社会化戦術、上司の特性、職場内の同僚の特性および職場外の同僚の特性を置き、重
回帰分析を行った。その結果が表 5.1.1 である。   
分析の結果、上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社会的交換関係、職場外
の同僚との社会的交換関係と、社会化戦術の間に関係が認められた。社会化戦術は、
上司との社会的交換関係に対してβ=.25（p<.001）、職場内の同僚との社会的交換関係
に対してβ=.16（p<.050）、職場外の同僚との社会的交換関係に対してβ=.17（p<.050）
となり、いずれも正の関係が示された。すなわち、仮説 1a、仮説 1b、仮説 1c はいず
れも支持されるという結果になった。   
また、上司との社会的交換関係と上司の性差の間に弱い関係が認められた。上司と
の性差は上司との社会的交換関係に対してβ=.16（p<.010）と弱い正の関係が示された。
一方で、上司との社会的交換関係と上司の年齢差および転職経験、職場内の同僚との
社会的交換関係と職場内の同僚の性差、年齢差および転職経験、職場外の同僚との社
会的交換関係と職場外の同僚の性差、年齢差、転職経験との関係についてはいずれも
有意確率が 10%を超えたため、それぞれの間に関係は認められなかった。すなわち、
仮説 2a、仮説 2b、仮説 2c はいずれも支持されないという結果になった。   
  
表 5.1.1	 上司・同僚との社会的交換関係を従属変数とする重回帰分析 abcd 
    LMX  
  
C1MX  
  
C2MX  
    β   (SE)   p       β   (SE)   p       β   (SE)   p  
統制変数	                                            
	 性別	 .17   .16   +  
  
.10   .10  
     
.05   .13  
  
	 年齢	 .02   .02  
     
.03   .02  
     
-­‐‑.05   .02  
  
	 学歴	 .01   .12  
     
.02   .12  
     
-­‐‑.01   .14  
  
	 職種	 .02   .11  
     
-­‐‑.04   .11  
     
-­‐‑.09   .13  
  
	 勤続期間	 -­‐‑.05   .00  
     
.00   .00  
     
-­‐‑.04   .00  
  
	 転職回数	 -­‐‑.02   .05  
     
-­‐‑.09   .05  
     
.03   .06  
  
	 企業資本	 -­‐‑.01   .15  
     
.06   .14  
     
.09   .18  
  
	 企業規模	 -­‐‑.00   .09  
     
-­‐‑.08   .09  
     
-­‐‑.01   .11  
  
	 企業業種	 .04   .11  
     
-­‐‑.08   .10  
     
-­‐‑.05   .12  
  
	 職場外の同僚との関係	 -­‐‑   -­‐‑  
     
-­‐‑   -­‐‑  
     
.03   .11  
  
社会化戦術	 
                                
	 制度的社会化戦術	 .25   .04   ***  
  
.16   .04   *  
  
.17   .05   *  
上司・同僚の特性	 
                                
	 性差	 .16   .16   †  
  
.06   .11  
     
-­‐‑.09   .14  
  
	 年齢差	 .01   .01  
     
.04   .01  
     
-­‐‑.05   .01  
  
	 転職経験	 -­‐‑.10   .10           .02   .10           -­‐‑.06   .12  
  
R2   .09       *       .05               .06          
a  LMX   ：上司との社会的交換関係（Leader-­‐‑Member  Exchange）   
b  C1MX   ：職場内の同僚との社会的交換関係（Coworker1-­‐‑Member  Exchange）   
c  C2MX   ：職場外の同僚との社会的交換関係（Coworker2-­‐‑Member  Exchange）   
d  p   ：***p<.001,  **p<.010,  *p<.050,  †p<.100  
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次に、仮説 3 を検証するために、従属変数に組織社会化結果変数を、独立変数に上
司との社会的交換関係、職場内の同僚との社会的交換関係、職場外の同僚との社会的
交換関係を置く重回帰分析を行った。その結果が表 5.1.2 および表 5.1.3 である。   
分析の結果、組織コミットメントは、上司との社会的交換関係との間に関係が、職
場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係との間に弱い
関係が認められた。組織コミットメントに対して、上司との社会的交換関係はβ=.26
（p<.001）、職場内の同僚との社会的交換関係はβ=-­‐‑.13（p<.100）、職場外の同僚と
の社会的交換関係はβ=.14（p<.100）となり、上司との社会的交換関係との間には正の
関係が、職場内の同僚との社会的交換関係との間には負の弱い関係が、職場内の同僚
との社会的交換関係との間には正の弱い関係がそれぞれ示された。すなわち、仮説 3a
は部分的に支持されるという結果になった。   
職務満足と上司との社会的交換関係の間に関係が認められた。職務満足に対して、
上司との社会的交換関係はβ=.39（p<.001）となり、正の関係が示された。一方、職場
内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係との関係につい
てはいずれも有意確率が 10%を超えたため、それぞれとの間に関係は示されなかった。
すなわち、仮説 3b は部分的に支持されるという結果になった。   
役割明瞭性と上司との社会的交換関係および職場内の同僚との社会的交換関係の間
に関係が認められた。役割明瞭性に対して、上司との社会的交換関係はβ=.23（p<.001）、
職場内の同僚との社会的交換関係はβ=.27（p<.001）となり、それぞれとの間に正の関
係が示された。一方、職場外の同僚との社会的交換関係については有意確率が 10%を
超えたため、関係は示されなかった。すなわち、仮説 3c は部分的に支持されるという
結果になった。   
役割コンフリクトと上司との社会的交換関係の間に関係が認められた。役割コンフ
リクトに対して、上司との社会的交換関係はβ=-­‐‑.17（p<.050）となり、負の関係が示
された。一方、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換
関係との関係についてはいずれも有意確率が 10%を超えたため、それぞれの間に関係
は示されなかった。すなわち、仮説 3d は部分的に支持されるという結果になった。な
お、統制変数の性別についてβ=-­‐‑.18（p<.010）となっているが、これは女性が男性に
比べて有意に役割コンフリクトを生じにくいということを示している。   
離職意図と上司との社会的交換関係の間に関係が認められた。離職意図に対して、
上司との社会的交換関係はβ=-­‐‑.39（p<.001）となり、負の関係が示された。一方、職
場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係との関係につ
いてはいずれも有意確率が 10%を超えたため、それぞれとの間に関係は示されなかっ
た。すなわち、仮説 3e は部分的に支持されるという結果になった。なお、統制変数の
企業業種についてβ=-­‐‑.18（p<.001）となっているが、これはメーカー勤務者がそれ以
外の業種の勤務者に比べて、有意に離職意図が低いということを示している。   
プロアクティブ行動と職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社
会的交換関係との間に関係が認められた。プロアクティブ行動に対して、職場内の同
僚との社会的交換関係はβ=.21（p<.010）、職場内の同僚との社会的交換関係はβ=.16
（p<.050）となり、それぞれとの間に正の関係が示された。一方、上司との社会的交
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換関係については有意確率が 10%を超えたため、関係は示されなかった。すなわち、
仮説 3f は部分的に支持されるという結果になった。なお、統制変数の転職回数につい
てβ=.16（p<.050）となっているが、これは転職回数が多い中途採用者ほど、プロアク
ティブに行動する、もしくはプロアクティブに行動する中途採用社員は転職回数が増
える傾向にあることを示している。   
  
表 5.1.2	 組織社会化結果変数を従属変数とする重回帰分析（1）abcdefg 
    OC  
  
JS  
  
RCl  
    β   (SE)   p       β   (SE)   p       β   (SE)   p  
統制変数                                               
	 性別    -­‐‑.02   .15  
     
-­‐‑.01   .17  
     
.01   .12  
  
	 年齢    .12   .03  
     
.09   .03  
     
.06   .02  
  
	 学歴    .08   .18  
     
.09   .19  
     
.00   .14  
  
	 職種    .02   .16  
     
-­‐‑.07   .17  
     
.09   .13  
  
	 勤続期間    -­‐‑.04   .00  
     
-­‐‑.01   .00  
     
.03   .00  
  
	 転職回数    -­‐‑.05   .07  
     
.02   .08  
     
.06   .06  
  
	 企業資本    .05   .22  
     
.10   .24   †  
  
.04   .17  
  
	 企業規模    .01   .13  
     
-­‐‑.04   .15  
     
.06   .11  
  
	 企業業種    .10   .15  
     
.05   .16  
     
-­‐‑.02   .12  
  
社会化戦術   
                                
	 制度的社会化戦術    .26   .06   ***  
  
.12   .07   *  
  
.33   .05   ***  
社会的交換関係   
                                
	 LMX   .25   .10   ***  
  
.39   .11   ***  
  
.23   .08   ***  
	 C1MX   -­‐‑.13   -­‐‑12   †  
  
.10   .13  
     
.26   .09   ***  
	 C2MX   .14   .11   †  
  
.04   .12  
     
-­‐‑.04   .09  
  
R2   .22       ***       .27       ***         .34       ***   
a  LMX      ：上司との社会的交換関係（Leader-­‐‑Member  Exchange）   
b  C1MX      ：職場内の同僚との社会的交換関係（Coworker1-­‐‑Member  Exchange）   
c  C2MX      ：職場外の同僚との社会的交換関係（Coworker2-­‐‑Member  Exchange）   
d  OC      ：組織コミットメント（Organizational  Commitment）   
e  JS      ：職務満足（ Job  Satisfaction）   
f  RCl      ：役割明瞭性（Role  Clarity）   
g  p      ：***p<.001,  **p<.010,  *p<.050,  †p<.100  
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表 5.1.3	 組織社会化結果変数を従属変数とする重回帰分析（2）abcdefg 
    RCn  
  
TI  
  
PB  
    Β   (SE)   p       β   (SE)   p       β   (SE)   p  
統制変数	                                            
	 性別	 -.18 .15 **  -.05 .21   -.07 .14  
	 年齢	 -.02 .03   -.07 .04   .14 .02 † 
	 学歴	 -.09 .18   -.06 .25   .10 .16  
	 職種	 -.03 .16   .05 .22   .02 .15  
	 勤続期間	 .04 .00   .09 .01   .02 .00  
	 転職回数	 .05 .07   -.06 .10   .16 .07 * 
	 企業資本	 -.01 .22   .00 .30   .02 .20  
	 企業規模	 -.03 .13   -.06 .19   .03 .12  
	 企業業種	 -.05 .15   -.18 .21 ***  .03 .14  
社会化戦術	            
	 制度的社会化戦術	 .04 .06   -.07 .09   .12 .06 † 
社会的交換関係	            
	 LMX	 -.17 .10 *  -.39 .14 ***  .06 .09  
	 C1MX	 .09 .12   -.07 .16   .21 .11 ** 
	 C2MX	 .00 .11   .11 .15   .16 .10 * 
R2   .06      
  
    .23      ***         .20      ***   
a  LMX      ：上司との社会的交換関係（Leader-­‐‑Member  Exchange）   
b  C1MX      ：職場内の同僚との社会的交換関係（Coworker1-­‐‑Member  Exchange）   
c  C2MX      ：職場外の同僚との社会的交換関係（Coworker2-­‐‑Member  Exchange）   
d  RCn      ：役割コンフリクト（Role  Conflict）   
e  TI      ：離職意図（Turnover  Intention）   
f  PB      ：プロアクティブ行動（Proactive  Behavior）   
g  p      ：***p<.001,  **p<.010,  *p<.050,  †p<.100  
  
最後に仮説 4 を検証するために、仮説 3 の検証のために行った重回帰分析の従属変
数に、上司との社会的交換関係と勤続期間、職場内の同僚との社会的交換関係と勤続
期間、職場外の同僚との社会的交換関係と勤続期間の 3 つの交互作用項目を加える重
回帰分析を行った。その結果が表 5.1.4 および表 5.1.5 である。   
分析の結果、組織コミットメントについては、職場内の同僚との社会的交換関係×
勤続期間との間に関係が、職場外の同僚との社会的交換関係×勤続期間との間に弱い
関係が認められた。組織コミットメントに対して、職場内の同僚との社会的交換関係
×勤続期間のβ=.16（p<.050）、職場内の同僚との社会的交換関係×勤続期間はβ=-­‐‑.13
（p<.100）となり、職場内の同僚との社会的交換関係×勤続期間との間に正の関係が、
職場外の同僚との社会的交換関係×勤続期間との間に弱い負の関係が示された。一方、
上司との社会的交換関係×勤続期間については有意確率が 10%を超えたため、関係は
示されなかった。すなわち、仮説 4a は部分的に支持されるという結果になった。   
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職務満足については、上司との社会的交換関係×勤続期間、職場内の同僚との社会
的交換関係×勤続期間、職場外の同僚との社会的交換関係×勤続期間についていずれ
も有意確率が 10%を超えたため、関係は示されなかった。すなわち、仮説 4b は支持さ
れないという結果になった。   
役割明瞭性については、上司との社会的交換関係×勤続期間、職場内の同僚との社
会的交換関係×勤続期間、職場外の同僚との社会的交換関係×勤続期間についていず
れも有意確率が 10%を超えたため、関係は示されなかった。すなわち、仮説 4c は支持
されないという結果になった。   
役割コンフリクトについては、職場内の同僚との社会的交換関係×勤続期間との間
に関係が、職場外の同僚との社会的交換関係×勤続期間との間に弱い関係が認められ
た。役割コンフリクトに対して、職場内の同僚との社会的交換関係×勤続期間のβ=-­‐‑.26
（p<.010）となり負の関係が、職場内の同僚との社会的交換関係×勤続期間のβ=.17
（p<.100）となり弱い正の関係が、示された。一方、上司との社会的交換関係×勤続
期間については有意確率が 10%を超えたため、関係は示されなかった。すなわち、仮
説 4d は部分的に支持されるという結果になった。   
離職意図については、上司との社会的交換関係×勤続期間、職場内の同僚との社会
的交換関係×勤続期間、職場外の同僚との社会的交換関係×勤続期間についていずれ
も有意確率が 10%を超えたため、関係は示されなかった。すなわち、仮説 4e は支持さ
れないという結果になった。   
プロアクティブ行動については、職場内の同僚との社会的交換関係×勤続期間との
間に関係が認められた。プロアクティブ行動に対して、職場内の同僚との社会的交換
関係×勤続期間のβ=-­‐‑.19（p<.010）となり、負の関係が示された。一方、上司との社
会的交換関係×勤続期間、職場外の同僚との社会的交換関係×勤続期間についてはい
ずれも有意確率が 10%を超えたため、関係は示されなかった。すなわち、仮説 4f は支
持されないという結果になった。   
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表 5.1.4	 組織社会化結果変数を従属変数とし交互作用項を加えた重回帰分析（1）abcdefg 
    OC  
  
JS  
  
RCl  
    Β   (SE)   p       β   (SE)   p       β   (SE)   p  
統制変数                                               
	 性別    -­‐‑.02   .15  
     
-­‐‑.02   .17   	   
  
.01 .12 	   
	 年齢    .12   .03  
     
.10   .03   	   
  
.06 .02 	   
	 学歴    .08   .18  
     
.09   .19   	   
  
-.01 .14 
  
	 職種    .02   .16  
     
-­‐‑.06   .17   	   
  
.09 .13 	   
	 勤続期間    -­‐‑.02   .00  
     
-­‐‑.01   .00   	   
  
.04 .00 	   
	 転職回数    -­‐‑.06   .07  
     
.00   .08   	   
  
.05 .06 
  
	 企業資本    .05   .22  
     
.10   .24   †  
  
.04 .18 	   
	 企業規模    -­‐‑.01   .14  
     
-­‐‑.06   .15  
     
.05 .11 	   
	 企業業種    .11   .15   †  
  
.05   .17  
     
-.02 .12 	   
社会化戦術   
                          
 
  
	 制度的社会化戦術    .27   .06   ***  
  
.13   .07   *  
  
.33   .05 ***  
社会的交換関係   
                          
 
  
	 LMX   .25   .10   ***  
  
.38   .11   ***  
  
.23   .08 ***  
	 C1MX   -­‐‑.11   .12   	   
  
.11   .13   	   
  
.27   .10 ***  
	 C2MX   .14   .11   †  
  
.05   .12   	   
  
-­‐‑.04   .09 
  
交互作用項	 
                          
 
  
	 LMX×勤続期間    .02   .01   	   
  
-­‐‑.05   .01   	   
  
.02   .00 	   
	 C1MX×勤続期間    .16   .01   *  
  
.09   .01   	   
  
.08   .00 
  
	 C2MX×勤続期間    -­‐‑.14   .01   †  
  
.04   .01   	   
  
-­‐‑.07   .00 	   
R2   .24  
  
***  
  
.29  
  
***  
  
.35  
  
***  
ΔR2   .01      
  
    .02      
  
    .00          
a  LMX      ：上司との社会的交換関係（Leader-­‐‑Member  Exchange）   
b  C1MX      ：職場内の同僚との社会的交換関係（Coworker1-­‐‑Member  Exchange）   
c  C2MX      ：職場外の同僚との社会的交換関係（Coworker2-­‐‑Member  Exchange）   
d  OC      ：組織コミットメント（Organizational  Commitment）   
e  JS      ：職務満足（ Job  Satisfaction）   
f  RCl      ：役割明瞭性（Role  Clarity）   
g  p      ：***p<.001,  **p<.010,  *p<.050,  †p<.100  
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表 5.1.5	 組織社会化結果変数を従属変数とし交互作用項を加えた重回帰分析（2）abcdefg 
    RCn  
  
TI  
  
PB  
    Β   (SE)   p       β   (SE)   p       β   (SE)   p  
統制変数                                               
	 性別    -.18 .15 **  -.04 .21   -.06 .14  
	 年齢    -.02 .03   -.08 .04   .12 .02  
	 学歴    -.08 .17   -.06 .25   .11 .16 † 
	 職種    -.03 .16   .04 .22   .01 .15  
	 勤続期間    .02 .00   .08 .01   .02 .00  
	 転職回数    .07 .07   -.05 .10   .18 .07 ** 
	 企業資本    -.01 .21   .00 .30   .02 .20  
	 企業規模    .00 .13   -.04 .19   .05 .12  
	 企業業種    -.07 .15   -.18 .21 **  .02 .14  
社会化戦術               
	 制度的社会化戦術    .03 .06   -.08 .09   .13 .06 * 
社会的交換関係               
	 LMX   -.15 .10 *  -.38 .14 ***  .08 .09  
	 C1MX   .06 .12   -.09 .17   .17 .11 * 
	 C2MX   .00 .11   .10 .15   .16 .10 * 
交互作用項	            
	 LMX×勤続期間    .04 .01   .05 .01   .06 .00  
	 C1MX×勤続期間    -.26 .01 **  -.08 .01   -.19 .01 ** 
	 C2MX×勤続期間    .17 .01 †  -.02 .01   -.01 .01  
R2   .11  
  
†  
  
.24  
  
***  
  
.24  
  
***  
ΔR2   .04       +       .02      
  
    .03          
a  LMX      ：上司との社会的交換関係（Leader-­‐‑Member  Exchange）   
b  C1MX      ：職場内の同僚との社会的交換関係（Coworker1-­‐‑Member  Exchange）   
c  C2MX      ：職場外の同僚との社会的交換関係（Coworker2-­‐‑Member  Exchange）   
d  RCn      ：役割コンフリクト（Role  Conflict）   
e  TI      ：離職意図（Turnover  Intention）   
f  PB      ：プロアクティブ行動（Proactive  Behavior）   
g  p      ：***p<.001,  **p<.010,  *p<.050,  †p<.100  
  
 22 
5.2     パス解析  
5.2.1      制度的社会化戦術および社会的交換関係と組織コミットメントの関係  
社会化戦術および社会的交換関係と組織コミットメントの関係性の結果は図 5.2.1の
とおりである。   
  
図 5.2.1	 社会化戦術および社会的交換関係と組織コミットメントの関係 abcd 
  
a  LMX:上司との社会的交換関係 ;  C1MX:職場内の同僚との社会的交換関係 ;  C2MX:職場外
の同僚との社会的交換関係   
b   実線 :プラスの関係 ;   破線 :マイナスの関係   
c   太線 :p<.050;   細線 :p>=.050  
d  ***p<.001;  **p<.010;  *p<.050  
  
図 5.2.1 から、制度的社会化戦術が、上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社
会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係と正の関係が認められた。これ
は企業が制度的社会化戦術を積極的に行っているほど、中途採用者の、上司および職
場内外の同僚との社会的交換関係が深まることを示している。   
また、制度的社会化戦術および上司との社会的交換関係と組織コミットメントに正
の関係が認められた。これは企業が制度的社会化戦術を積極的に行い、上司との社会
的交換関係が深まれば、中途採用者の組織コミットメントが高まることを示している。  
さらに、勤続期間が職場内の同僚との社会的交換関係と組織コミットメントの関係
性に正の影響をおよぼすことが認められた。これは中途採用者が入社後、時間が経過
するにつれ、職場内の同僚との社会的な交換関係が組織コミットメントに与える影響
が強くなることを示している。   
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5.2.2      制度的社会化戦術および社会的交換関係と職務満足の関係  
社会化戦術および社会的交換関係と職務満足の関係性の結果は図 5.2.2のとおりであ
る。   
  
図 5.2.2	 社会化戦術および社会的交換関係と職務満足の関係 abcd 
  
a  LMX:上司との社会的交換関係 ;  C1MX:職場内の同僚との社会的交換関係 ;  C2MX:職場外
の同僚との社会的交換関係   
b   実線 :プラスの関係 ;   破線 :マイナスの関係   
c   太線 :p<.050;   細線 :p>=.050  
d  ***p<.001;  **p<.010;  *p<.050  
  
図 5.2.2 から、制度的社会化戦術が、上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社
会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係と正の関係が認められた。これ
は企業が制度的社会化戦術を積極的に行っているほど、中途採用者の、上司および職
場内外の同僚との社会的交換関係が深まることを示している。   
また、制度的社会化戦術および上司との社会的交換関係と職務満足に正の関係が認
められた。これは企業が制度的社会化戦術を積極的に行い、上司との社会的交換関係
が深まれば、中途採用者の職務満足が高まることを示している。   
さらに、いずれの社会的交換関係と職務満足の関係性にも勤続期間がおよぼす影響
は認められなかった。これは中途採用者が高い職務満足を持つための要因が入社後経
過年数に依存しないことを示している。   
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5.2.3      制度的社会化戦術および社会的交換関係と役割明瞭性の関係  
制度的社会化戦術および社会的交換関係と役割明瞭性の関係性の結果は図 5.2.3のと
おりである。   
  
図 5.2.3	 社会化戦術および社会的交換関係と役割明瞭性の関係 abcd 
  
a  LMX:上司との社会的交換関係 ;  C1MX:職場内の同僚との社会的交換関係 ;  C2MX:職場外
の同僚との社会的交換関係   
b   実線 :プラスの関係 ;   破線 :マイナスの関係   
c   太線 :p<.050;   細線 :p>=.050  
d  ***p<.001;  **p<.010;  *p<.050  
  
図 5.2.3 から、制度的社会化戦術が、上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社
会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係と正の関係が認められた。これ
は企業が制度的社会化戦術を積極的に行っているほど、中途採用者の、上司および職
場内外の同僚との社会的交換関係が深まることを示している。   
また、制度的社会化戦術、上司との社会的交換関係および職場内の同僚との社会的
交換関係と職務満足に正の関係が認められた。これは企業が制度的社会化戦術を積極
的に行い、上司および職場内の同僚との社会的交換関係が深まれば、中途採用者の役
割明瞭性が高まることを示している。   
さらに、いずれの社会的交換関係と役割明瞭性の関係性にも勤続期間がおよぼす影
響は認められなかった。これは中途採用者が高い役割明瞭性を持つための要因が入社
後経過年数によって変化しないことを示している。   
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5.2.4      制度的社会化戦術および社会的交換関係と役割コンフリクトの関係  
制度的社会化戦術および社会的交換関係と役割コンフリクトの関係性の結果は図
5.2.4 のとおりである。   
  
図 5.2.4	 社会化戦術および社会的交換関係と役割コンフリクトの関係 abcd 
  
a  LMX:上司との社会的交換関係 ;  C1MX:職場内の同僚との社会的交換関係 ;  C2MX:職場外
の同僚との社会的交換関係   
b   実線 :プラスの関係 ;   破線 :マイナスの関係   
c   太線 :p<.050;   細線 :p>=.050  
d  ***p<.001;  **p<.010;  *p<.050  
  
図 5.2.4 から、制度的社会化戦術が、上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社
会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係と正の関係が認められた。これ
は企業が制度的社会化戦術を積極的に行っているほど、中途採用者の、上司および職
場内外の同僚との社会的交換関係が深まることを示している。   
また、上司との社会的交換関係と役割コンフリクトに負の関係が認められた。これ
は上司との社会的交換関係が深まれば、中途採用者の役割コンフリクトは低下するこ
とを示している。   
さらに、勤続期間が職場内の同僚との社会的交換関係と役割コンフリクトの関係性
に負の影響をおよぼすことが認められた。これは中途採用者が入社後、時間が経過す
るにつれ、職場内の同僚との社会的な交換関係が役割コンフリクトに与える影響が強
くなることを示している。   
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5.2.5      制度的社会化戦術および社会的交換関係と離職意図の関係  
制度的社会化戦術および社会的交換関係と離職意図の関係性の結果は図 5.2.5のとお
りである。   
  
図 5.2.5	 社会化戦術および社会的交換関係と離職意図の関係 abcd 
  
a  LMX:上司との社会的交換関係 ;  C1MX:職場内の同僚との社会的交換関係 ;  C2MX:職場外
の同僚との社会的交換関係   
b   実線 :プラスの関係 ;   破線 :マイナスの関係   
c   太線 :p<.050;   細線 :p>=.050  
d  ***p<.001;  **p<.010;  *p<.050  
  
図 5.2.5 から、制度的社会化戦術が、上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社
会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係と正の関係が認められた。これ
は企業が制度的社会化戦術を積極的に行っているほど、中途採用者の、上司および職
場内外の同僚との社会的交換関係が深まることを示している。   
また、上司との社会的交換関係と離職意図に負の関係が認められた。これは上司と
の社会的交換関係が深まれば、中途採用者の離職意図は低下することを示している。   
さらに、いずれの社会的交換関係と離職意図の関係性にも勤続期間がおよぼす影響
は認められなかった。これは中途採用者の離職意図を変化させる要因が入社後経過年
数によって変化しないことを示している。   
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5.2.6      制度的社会化戦術および社会的交換関係とプロアクティブ行動の関係  
制度的社会化戦術および社会的交換関係とプロアクティブ行動の関係性の結果は図
5.2.6 のとおりである。   
  
図 5.2.6	 社会化戦術および社会的交換関係とプロアクティブ行動の関係 abed 
  
a  LMX:上司との社会的交換関係 ;  C1MX:職場内の同僚との社会的交換関係 ;  C2MX:職場外
の同僚との社会的交換関係   
b   実線 :プラスの関係 ;   破線 :マイナスの関係   
c   太線 :p<.050;   細線 :p>=.050  
d  ***p<.001;  **p<.010;  *p<.050  
  
図 5.2.6 から、制度的社会化戦術が、上司との社会的交換関係、職場内の同僚との社
会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係と正の関係が認められた。これ
は企業が制度的社会化戦術を積極的に行っているほど、中途採用者の、上司および職
場内外の同僚との社会的交換関係が深まることを示している。   
また、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係と
プロアクティブ行動に正の関係が認められた。これは職場内外の同僚との社会的交換
関係が深まれば、中途採用者のプロアクティブ行動は高まることを示している。   
さらに、勤続期間が職場内の同僚との社会的交換関係とプロアクティブ行動の関係
性に負の影響をおよぼすことが認められた。これは中途採用者が入社後、時間が経過
するにつれ、職場内の同僚との社会的な交換関係がプロアクティブ行動に与える影響
が弱くなることを示している。   
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６．考察     
6.1     制度的社会化戦術と上司・同僚との社会的交換関係  
分析の結果、仮説 1 はいずれも支持された。中途採用者は、すでに指摘したとおり
企業から一人前として扱われる傾向があり、その結果、新卒採用者に比べると、企業
による組織社会化のサポートは相対的に少ない傾向にあるが、中途採用者についても、
新卒採用者と同様、上司および同僚と質の高い交換関係を結ぶうえで、制度的社会化
戦術の有効性が認められる結果となった。すなわち、制度的社会化戦術の拡充は、中
途採用者の活用のために有効な手段となりうることが示された。   
  
6.2     上司・同僚の特性と上司・同僚との社会的交換関係  
分析の結果、仮説 2 はいずれも支持されなかった。このことは年齢や性別、転職経
験といった表層的な特性と、社会的交換関係の質の間に、必ずしも関係がないことを
示唆している。すなわち同性であれば、同年代であれば、転職経験があれば、それだ
けでただちに、中途採用者と質の高い交換関係を築けるとは限らないことが示された。  
  
6.3     上司・同僚との社会的交換関係と組織社会化結果変数  
分析の結果、仮説 3 はいずれも部分的に支持された。   
まず、組織コミットメント、職務満足、役割明瞭性、役割コンフリクト、離職意図
について考察する。これら 5 つの組織社会化結果変数は、いずれも上司との社会的交
換関係との間に有意な関係性が認められている。一方で職場内の同僚との社会的交換
関係との間には、役割明瞭性のみについて有意な関係性が認められている。また職場
外の同僚との社会的交換関係との間には、5 つの組織社会化結果変数いずれとも有意な
関係性は認められなかった。すなわち、Jones（1986）の指摘する望ましい組織の適応
状態を実現するための社会化エージェントとして、上司は有効な社会化エージェント、
職場内の同僚は限定的に有効な社会化エージェント、職場外の同僚は全く有効でない
社会化エージェントと見なすことができる。   
次に、プロアクティブ行動について考察する。プロアクティブ行動については、Jones
（1986）の指摘する 5 つの結果変数とは異なり、上司との社会的交換関係との間に有
意な関係性が認められない一方、職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同
僚との社会的交換関係との間には有意な関係が認められた。上司との社会的交換関係
との間に有意な関係性が認められない理由として、上司との社会的交換関係の質が常
に中途採用者のプロアクティブ行動を促すわけではないからだと考えられる。これは、
状況によって、上司との社会的交換関係の質がプロアクティブ行動に正の影響をおよ
ぼしうることも、負の影響をおぼしうることもありうることを示唆している。一方、
職場内の同僚との社会的交換関係および職場外の同僚との社会的交換関係との間には
有意な関係が認められたが、この理由として、組織内における上司以外の人間から獲
得した学習内容が、中途採用者のプロアクティブ行動を促進しているからとも、プロ
アクティブに行動した結果として職場内の同僚および職場外の同僚との社会的交換関
係の質が高まっているからとも考えられる。   
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6.4     上司・同僚との社会的交換関係と組織社会化結果変数の関係の経年変化  
分析の結果、仮説 4 については仮説 4a、仮説 4d が部分的に支持され、仮説 4b、仮
説 4c、仮説 4e、仮説 4f については支持されなかった。   
まず、組織コミットメント、職務満足、役割明瞭性、役割コンフリクト、離職意図
について考察する。これら 5 つの組織社会化結果変数は、いずれも上司との社会的交
換関係×勤続期間との間に有意な関係が認められなかった。前項にて上司との社会的
交換関係と 5 つ全ての組織社会化結果変数の間に有意な関係性が認められたこととあ
わせて考えると、これは Jones（1986）の指摘する望ましい組織の適応状態を実現する
ために、上司との社会的交換関係の質は常に有効であるということを示唆している。   
職場内の同僚との社会的交換関係×勤続期間との間に、関係が認められたのは組織
コミットメントと役割コンフリクトである。これは勤続期間が長くなるにつれ、職場
内の同僚との社会的交換関係と組織コミットメントおよび役割コンフリクトの関係が
強くなることを示しており、前項にて職場内の同僚との社会的交換関係と組織コミッ
トメントおよび役割コンフリクトの間に有意な関係を見出せなかったことと合わせて
考えると、Jones（1986）の指摘する望ましい組織の適応状態を実現するために、職場
内の同僚の社会化エージェントとしての重要性は、時間が経過するにつれ増していく
ことを示している。   
一方で職場外の同僚との社会的交換関係×勤続期間との間に、関係が認められた組
織社会化結果変数はなかった。前項にて職場外の同僚との社会的交換関係と 5 つ全て
の組織社会化結果変数の間に有意な関係性が認められなかったこととあわせて考える
と、これは職場外の同僚が、時間が経過しても Jones（1986）の指摘する望ましい組織
の適応状態を実現するために有効な社会化エージェントにはならないことを示唆して
いる。   
次に、プロアクティブ行動について考察する。プロアクティブ行動については、上
司との社会的交換関係×勤続期間および職場外の同僚との社会的交換関係×勤続期間
との間に有意な関係性が認められない一方、職場内の同僚との社会的交換関係×勤続
期間との間には有意に負の関係が認められた。すなわちプロアクティブ行動を促すた
めに上司が常に有効でない社会化エージェントであり、職場外の同僚が常に有効な社
会化エージェントである一方、職場内の同僚は、当初は有効な社会化エージェントで
あるものの、時間が経つに連れ、社会化エージェントとしての機能が弱くなることを
示している。このことは、時間が経つにつれ中途採用者が職場内の同僚から学習でき
る知識や技術の量が少なくなるからとも、時間が経つにつれプロアクティブでない中
途採用者も職場内の同僚と質の高い社会的交換関係を結び始めるからとも考えられる。  
  
７．結論  
本研究の結果および考察を踏まえて導かれる実践的インプリケーションとして、中
途採用者の効果的な組織社会化を促す方法を考える。本研究により、中途採用者につ
いて、上司や同僚との質の高い社会的交換関係の構築のためには、制度的社会化戦術
が有効であること、Jones（1986）の指摘する望ましい組織の適応状態の実現のために
は、上司との社会的交換関係および職場内の同僚との社会的交換関係が有効であるこ
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とが示されている。したがって、中途採用者について、Jones（1986）の指摘する望ま
しい組織の適応状態の実現を促すためには、企業は、上司との社会的交換関係および
職場内の同僚との社会的交換関係を促す社会化戦術を拡充すること、上司や職場内の
同僚は、自らが中途採用者の有効な社会化エージェントになりうることを自覚し、中
途採用者との質の高い社会的交換関係の構築を意図的に図ることが重要になる。また
中途採用者自身も主体的に上司や職場内の同僚との社会的交換関係の構築を図ること
が、自らの組織社会化を加速させるために有効であると考えられる。   
また、中途採用者の多くは、組織の一員になる過程において、職場外の同僚とも関
係を構築することを志向していると考えられるが、実際に職場外の同僚と社会的交換
関係の質が改善しても、中途採用者の組織社会化は進まないことが示された。すなわ
ち、例えば職場外の先輩社員によるメンター制度といった職場外の同僚との社会的交
換関係の質の向上を促す制度的社会化戦術を中途採用社員に行っても、 Jones（1986）
の指摘する望ましい組織の適応状態の実現にはつながらないことが明らかになった。   
次に本研究の課題を 2 点指摘する。   
1 点目は、仮説 2 が支持されず、どのような特性を持つ上司や同僚が、中途採用者に
とって有効な社会化エージェントとなりうるかを、解明できなかった点である。当然
ながら、同じ中途採用者が、上司や同僚が代わっても、上司や同僚とそれまでと同様
の社会的交換関係の質を維持することは考えにくく、社会的交換関係を結びやすい上
司・同僚と、社会的交換関係を結びにくい上司・同僚の間には何らかの特性の差異が
存在するはずである。本研究においては中途採用者本人をサーベイの回答者としてい
ることから、上司や同僚について取得できる情報に限りがあり、有効な仮説の設定が
できなかったが、社会的交換関係の質に影響を与える有効な上司・同僚の特性の特定
については、今後さらなる研究の進展が望まれる。   
2 点目は、仮説 3 および仮説 4 において、一時点での組織社会化結果変数を従属変数
としている点である。Bauer,  Morrison,  &  Callister（1998）は、組織社会化研究において
は、一時点での調査ではなく、同一回答者による複数時点での調査が望ましいと指摘
しており、近年の組織社会化研究では、従属変数を組織社会化結果変数の変化分とす
ることが一般的である。本研究においては、インターネットリサーチ会社を通じてサ
ーベイを行ったため、同一回答者を対象にした複数時点でのサーベイを実施すること
ができず、一時点での組織社会化結果変数を従属変数として用いざるをえなかったが、
将来的には複数時点での調査結果を用いた本研究結果の検証がのぞまれる。   
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